
町からのお知らせ

町民一人当たり

H30.3.31現在　人口7,461人

75万円の支出

商工費 
5,524万円(1.0%)

議会費 
8,010万円(1.4%)

公債費
2億1,391万円(3.8%)

消防費
2億3,772万円(4.3%)

農林水産業費
2億6,594万円
(4.8%)

総務費
23億6,818万円(42.6%)

災害復旧費 48万円(0%)

衛生費
2億7,910万円
(5.0%)

民生費
10億6,927万円(19.2%)

教育費
4億1,577万円
(7.5%)

土木費
5億7,609万円(10.4%)

歳出総額
（目的別歳出）

55億6,180万円

12広報しばやま 

区　分 歳入決算額 歳出決算額 差引額

一 般 会 計 58億5,172万円 55億6,180万円 2億8,992万円

特
別
会
計

国民健康保険 12億2,773万円 11億9,482万円 3,291万円

農業集落排水 7,460万円 7,410万円 50万円

公 共 下 水 道 3億6,892万円 3億6,841万円 51万円

介 護 保 険 6億2,521万円 6億1,000万円 1,521万円

後期高齢者医療 8,768万円 8,596万円 172万円

合　　計 82億3,585万円 78億9,509万円 3億4,076万円

平成29年度　歳入歳出決算総括表

一般会計の歳出は55億6,180万円で

前年度に比べ6.0％の増となりました。

快適さ豊かさを実感できる町づくりのため　　　　健全な財政運営に努めました

財政状況の公表

平成29年度
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町税の内訳

固定資産税 17億1,135万円(29.2%)

町民税 　　  6億3,670万円(10.9%)

　　　　　　  (個人 3億7,881万円)　　　　

　　　　　　  (法人 2億5,789万円)

町たばこ税　 9,674万円(1.7%)

軽自動車税　 2,913万円(0.5%)

地方交付税
1億1,756万円(2.0%)

地方譲与税
9,250万円(1.6%)

県支出金
2億5,379万円(4.3%)

国庫支出金
2億2,094万円(3.8%)

町税
24億7,392万円(42.3%)

町債
1億5,127万円(2.6%)

利子割交付金ほか
各交付金
3億3,400万円(5.7%)

財産収入
1,553万円(0.3%)

寄付金
5億9,688万円(10.2%)

使用料及び手数料
3,116万円(0.5%)

分担金及び負担金
5,374万円(0.9%)

諸収入
8億8,667万円(15.1%)

繰入金
3億5,422万円(6.1%)

繰越金
2億6,954万円(4.6%)

歳入総額
58億5,172万円

  自主財源（80.0％）
  依存財源（20.0％）　
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●町の財産　　　　　　　　　　　（前年比）

●町の借りているお金（全会計）

土　　地 575,504㎡ 0㎡

建　　物 49,433㎡ －1,683㎡

基　　金 23億1,388万円 2億7,162万円

有価証券及び出資金 12億8,965万円 4,701万円

区　　分 現在高

一般会計 25億1,029万円

特別会計（下水道関係） 13億9,193万円

計 39億222万円

●町債の状況（全会計）　

一般会計の歳入は58億5,172万円で 

前年度に比べ6.1％の増となりました。

快適さ豊かさを実感できる町づくりのため　　　　健全な財政運営に努めました
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平成29年度　主な事業（一般会計分）

総
務
費

千代田共同利用施設解体工事
各種基金積立金
ふるさと納税事業
日本版ＤＭＯを活用した観光魅力発信事業
公共交通利用者等駐車場整備事業

4,373万円
6億1,243万円
3億3,853万円

2,746万円
2,050万円

民
生
費

支援給付事業
国保特別会計繰出金
介護保険特別会計繰出金
臨時福祉給付金給付事業
放課後児童健全育成事業
児童手当支給事業

1億7,708万円
6,502万円
9,362万円
2,074万円
2,400万円
9,584万円

衛
生
費

母子保健・子ども医療事業
各種検診及び予防接種委託事業
ごみ処理事業
ごみ不法投棄防止対策事業

2,705万円
2,017万円

1億3,427万円
751万円

農
林
水
産
費

転作達成報償費
シャトルシステム広場
　　　　バーベキュー施設整備事業
被災農業者向け経営体育成支援事業
農業次世代人材投資事業
成田用水土地改良事業関係助成

690万円

2,230万円
3,820万円
1,088万円
4,085万円

商
工
費

芝山町商工会補助金
はにわ祭補助金
芝山町観光協会補助金

475万円
600万円
400万円

土
木
費

地籍調査等業務委託事業
道路維持事業
道路新設改良事業
公共下水道事業繰出金
ひこうきの丘トイレ整備事業

6,329万円
8,274万円
3,271万円

1億8,437万円
1,781万円

消
防
費

広域行政組合負担金（常備消防費）
消防車整備事業
バルールド地域避難場所井戸設置事業

1億5,027万円
4,127万円

101万円

教
育
費

外国語指導助手派遣事業
スクールバス運行業務委託事業
中学生奄美市派遣事業
調理・配缶等業務委託事業
給食センター賄材料費

599万円
2,768万円

174万円
3,136万円
2,899万円

写真：ゆめパーク牧野
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一般会計性質別決算

健全化判断比率及び資金不足比率の公表

区　　分
平成 29 年度

区　　分
平成 29 年度

決算額 構成比 決算額 構成比

１．消費的経費 43 億 6,649 78.5 ２．投資的経費 4 億 2,908 7.7

(1) 人件費 9 億 6,525 17.4 (1) 普通建設事業 4 億 2,860 7.7

　　ア 職員給 6 億 605 10.9 　　ア 補助 3,641 0.7

　　イ その他 3 億 5,920 6.5 　　イ 単独 3 億 9,219 7.0

(2) 物件費 13 億 6,768 24.6 (2) 災害復旧事業 48 0.0

(3) 維持補修費 1,287 0.2 　　ア 補助 0 0.0

(4) 扶助費 3 億 8,347 6.9 　　イ 単独 48 0.0

(5) 補助費等 9 億 6,760 17.4 ３．公債費 2 億 1,390 3.9

(6) その他 6 億 6,962 12.0 ４．繰出金 5 億 5,233 9.9

　　ア 投資等 5,720 1.0 合　　計 55 億 6,180 100.0

　　イ 積立金 6 億 1,242 11.0

　　ウ その他 0 0.0

（単位：万円、％）

（単位：％）

（単位：％）

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成29年度決算をもとに算定した財政健

全化比率及び資金不足比率を公表します。

　財政健全化判断比率の４指標のうち１つでも基準を超えた場合は、「財政健全化計画」や「財政再生

計画」を定めることになっていますが、芝山町では財政健全化判断比率及び資金不足比率でも基準を超

えることなく、健全な財政を保っています。

（注意）実質赤字額、連結実質赤字額または将来負担額がない場合は、「−」と表示。

区　分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

芝山町数値 ― ― 4.7 ―

早期健全化基準 15.0 20.0 25.0 350.0

◎財政健全化判断比率

（注意）資金不足額がない場合は、「−」と表示。

特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

農業集落排水事業特別会計 ― 20.0

公共下水道事業特別会計 ― 20.0

◎資金不足比率

〔用語の説明〕

・実質赤字比率………一般会計における赤字の程度を指標化したもの。

・連結実質赤字比率…全ての会計における赤字の程度を指標化したもの。

・実質公債費比率……借入金およびそれに準じた経費の一般財源における比重を指標化したもの。

・将来負担比率……… 一般会計の借入金や将来支払っていく可能性のある経費等の現時点での残高の程度を指標化したもの。

・資金不足比率………公営企業会計の資金不足を料金収入等の額と比較して指標化したもの。


